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01 F-LINE株式会社の概要

会 社 名 Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社

設 立 1952年10月2日

代 表 者 代表取締役社長 本山 浩

本社所在地 東京都中央区八丁堀三丁目3番5号

資 本 金 2,480百万円 (202２年3 月31 日時点)

従業員数
1,857名 （ 2 0 2 ２ 年 3 月 現在 ）
※ 役 員 ・ 嘱 託 ・受入 出向 者及 び契約 社員 を 含まず

関係会社 芸北急送株式会社 （33.4％） ※2021年4月

車両台数 535台

事業内容
貨物自動車運送事業／貨物利用運送事業／
倉庫業／通関業／港湾運送事業 等

会社概要

2018年

2019年
4月

2021年
4月

味の素物流（株）の子会社6社
（東北、中央、関東、東海、関西、
協同エース物流）が味の素物流に統合

当社の変遷

2000年

Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社 設立

サンミックス（株）、三宝運輸（株）、
三福（株）が合併して味の素物流（株） 発足

1952年

1952年 サンミックス（株）設立
1957年 三宝運輸（株）設立
1959年 三福（株）設立
1970年 ハウス配送（株）設立

→ 1999年 ハウス物流サービス（株）に社名変更
1971年 カゴメ興業（株）設立

→ 1990年 カゴメ物流サービス（株）に社名変更

芸北急送（株）へ出資

45%

22%

3%
4%

26%

出資比率
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01 F-LINE株式会社の概要

沿 革

統合
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02 物流業界を取り巻く課題について

技術革新の進展
Society 5.0

災害の激甚化・
頻発化

ＳＤＧｓ対応への
社会的気運

行政の監視強化
各種通達・告知

約款改定

生産年齢人口減・ドライバー不足
「2024年問題」（年960ｈ上限）

2027 トラックドライバー需要の25％
（約24万人）不足

嫌われる加工食品物流
長時間待機、附帯作業、夜間作業、短いリードタイム、多

頻度検品非効率で不合理な悪しき商習慣、
小ロット多品種多頻度納品

ＥＣ市場の
急成長

新しい生活様式
非接触・非対面物流

物流の社会的
価値の再認識

エッセンシャルワーカー

新型コロナの感染拡大

進展が思わしくなかった
物流のデジタル化や構造改革を
加速度的に促進させるチャンス

新型コロナ流行による社会の劇的な変化もあいまって、
我が国の物流が直面する課題は先鋭化・鮮明化
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03 物流業界に迫る2024年問題
物流事業者の実態 （アンケート結果より）

現状で1カ月の拘束時間275時間を超える事業者用 全体の34％ → 加食が発荷主の場合に限ると50％超

参照データ：（2021年）
厚生労働省「自動車運転者の労働時間等に関わる実態調査」

残業規制も踏まえると拘束時間は11.5時間ほど （ドライバー1人当たりの運収が減り、人手不足が悪化）

2024問題の影響 （配送の時間と距離への制約）
① 休⽇数・労働⽇数・労働時間は運輸業における平均的な休⽇数、就業⽇数を設定
② 一⽇当たりの労働時間を８時間に設定

【
前
提
】

厚⽣労働省「改善基準告⽰」 の制限

・１⽇当たりの拘束時間 原則１３時間

・最⼤拘束時間 １６時間
（１５時間超えは週２⽇迄）

・１か⽉あたりの最⼤拘束時間 ２９３時間

※時間外労働の上限

平均で1か月約100時間

現行法 労働基準法上 の制限

・１週につき１回以上の休⽇ （４週を通じて４⽇以上の休⽇）

・原則１⽇８時間 （１週４０時間）

・時間外労働の上限 年間９６０時間 （１か⽉８０時間）

・年次有給休暇の取得義務 5⽇間

＋新規制

※時間外労働の上限

平均での差 ▲20時間

１．輸・配送は、2024年問題により、「届けられる距離」と「拘束時間」が、これまで以上に制限

２．トラックで輸配送できる距離を延ばす為には、リードタイムの延長や、トラックの２マン運行、輸送モードの変更、

（貨物輸送や内航海運）などの代替輸送手段への切り替えが必須

３．同時に乗務員の拘束時間のなかから、運転時間以外にかかっている時間を短縮する必要がある。

そのためには、積卸時の庭先条件の変更（待機時間、附帯作業等の削減）や新たな仕組み（物流ＤＸなど）が必要

⇒業務フローの抜本的見直し、新しい物流スキーム、標準化、商慣行の見直しなどの準備
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04 F-LINE株式会社が目指すもの

「競争は商品で、物流は共同で」

基本理念に基づき、
持続可能な食品物流の基盤構築を目指す。

～ より効率的で安定した物流力の確保と
食品業界全体の物流インフラの社会的・経済的合理性を追求 ～

基本理念
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04 F-LINE株式会社が目指すもの

F-LINEが目指すもの

価値ある物流品質を、ずっと。“ ”
取り組みテーマ

Ⅰ．持続可能なネットワークの構築
■ F-LINE理念に基づく 最適な物流拠点、配送ネットワークへの再編成
■ 物流の整流化
（物流業務や商品外装、コード体系などの標準化と、サプライチェーン全体の効率化）

■ 幹線輸送網の構築

Ⅱ.高品質なサービスを提供する強い現場づくり
■ 省人化設備や高機能なシステムの導入による物流センター業務の効率化

■ 強い現場を支える基盤(技術、設備、機能)の整備

■ 高い物流品質の維持、災害に強い体制の確保

Ⅲ.人財の確保と定着
■ いきいきと働ける職場環境の整備

■ 就労条件や人事諸制度の見直しと新教育体系の導入 （伝承から教育へ）

■ 物流を担う人財の確保、従業員満足度の向上

Ⅳ.コーポレートガバナンス強化による
■ 経営の透明化、経営基盤の整備 （コンプライアンス・倫理教育の実施）
■ 組織風土の改革 （風通しの良い職場つくり）
■ 次世代技術の探求

※「中期経営計画２１-23を実現させるための骨子」より
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04 F-LINE株式会社が目指すもの

“F-LINE プロジェクト 第２期の始動”
出資メーカーとＦ－ＬＩＮＥ（株）が一体となったＦ－ＬＩＮＥプロジェクトだからこそ実現できる、ユニークで魅力的な戦略、施策、新しいスキーム（プラットフォーム）などを

議論、立案、策定し、行政当局やステークホルダーを巻き込みながら実施、実装していく。まずは、加工食品物流（常温）においてその改革に資する領域でスタートする

が、実現の過程の中で、冷凍食品や、日雑業界、他業界への連携拡大・発展も視野に入れて推進する。

◆サプライチェーン俯瞰イメージ

工場

物流センター
(DC)

得意先
物流センター
(工場近隣拠点)

幹線輸送

得意先配送

幹線輸送

得意先配送

Aチーム領域
（長中距離幹線輸送）

Bチーム領域
（配送・共配）

Cチーム領域
（製配販 連携）

得意先配送

Ｄチーム領域
（コスト構造可視化、標準化・効率化）
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05 具体的な取り組み内容について
持続可能な加工食品物流の構築に向けた現時点における全体構造

大目標：持続可能な加工食品物流の構築 日雑業界含め日本全体へ

物流費マネジメント
高度化・デジタル化

物流従業者労働
環境改善へ向けた
足元課題の解決

（地ならし）

納品リードタイム延長

長時間待機撲滅

附帯作業撲滅

ASN検品レス

納品期限の緩和

物流オペレーション
効率化・強靭化

“標準化”の取り組みによる物流業界の協業体制を牽引（前さばき）

①納品伝票電子化 ②外装サイズ標準化 ③コード体系標準化 ④外装表示の標準化

伝票電子化
プロジェクト

2020年7月始動

外装サイズ
標準化協議会

2020年7月始動
GS1標準コード

味の素社策定
「外装表示ガイドライン」の

普及浸透
連携 連携

・F-LINE
・セブン＆アイHD
・三菱食品
・伊藤忠食品
・ウィングアーク1st
・Hacobu ほか

・F-LINE
・キューピー、キューソー
・セブン＆アイHD
・イオン、日食協
・CGCジャパン
・国交省、経産省、農水省
・日本包装技術協会、日通総研

社
外

社
内

・ステアリングコミッティの決定
・データプラットフォームの要件整理

・テータ項目統一、投資試算検討
・新たな参入障壁となる領域検討

行政、製販売3層、業界団体
連携・協業体制構築

総合物流施策大網
＜国土交通省＞

SIP＜内閣府＞
※ 省庁横断

製販売連携協議会
＜経済産業省＞

中目標：スマート物流サービス
＜データプラットフォーム構築＞

ドライバー不足の解消
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取り組み① 納品リードタイム延長

物流従事者労働 環境改善へ向けた
足元課題の解決（地ならし）

ＡＳＮ
検品レス

附帯作業
撲滅

長時間待機
撲滅

納品ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ
延長

納品期限の
緩和

大目標：持続可能な加工食品物流の構築

※ 1/15 日食協様「物流問題研究会」

日食協とＳＢＭ間で、大目標達成に向け、
製配間で取り組むことで合意。
第一歩として「納品ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ延長」に取り組む。

製配販３層間の納品
リードタイム延長議論

製配間で情報連携

製配間の納品リードタイム メーカー８社にて製配販
延長に関する課題解決議論 課題解決に向けた議論

製配販連携協議会

ロジスティクス最適化

加工食品小ＷＧ

納品リードタイム

延長 小ＷＧ

日食協：

物流問題研究会

食品物流未来推進

会議（ＳＢＭ）

物流大綱

物流大綱

アクションプラン

推進組織

経産省

国交省

農水省

※ 運営体制

経産省「製配販連携協議会」と、日食協「納品ＬＴ延長小ＷＧ（製配）」で
連携しつつ、行政監督のもと、製配間で議論。
小売にも提言を図っていく。

日食協「納品ＬＴ延長小ＷＧ」における取組議論の結果

・ Ｎ＋２届 受注〆時間：１１時→１３時、 物流会社データ〆：１３時→１５時
に変更した実証テストを、２０年６－７月で実施（味の素社、キユーピー社）

今後、実証テストの各社横展開を図り、実装に向けた標準化モデル構築を目指す。

05 具体的な取り組み内容について
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取り組み② 伝票電子化

・ 伝票電子化プロジェクト発足（7月）
7月～11月 プロジェクト会議
8月～ 9月 実証実験 量販ルートとCVSルート
※イトーヨーカドー、SEJ、伊藤忠食品、三井食品

・ Ｒ2国交省モーダルシフト等推進事業計画に認定

2020年
プロジェクト立上げ ⇒ 実証実験実施

・ 汎用性の高いシステムAPP開発中
※ALIS改修し、WA社と自動連携（9月末）

・ ①在庫移動②得意先配送③生産移動の順に
実証実験予定 ※三菱食品、イオンRDC予定

・ 納品伝票エコシステム検討開始（国交省連携）

2021年
実装・拡大に向けた取り組み

発拠点

発荷主

着拠点

着荷主

検品・押印

納品の証跡

発伝

納品の証跡
返送Be

fo
re

SPAC
DocketX

発拠点

発荷主 着荷主

発伝

納品の証跡
伝票検索

アップロード スタンプ

納品の証跡
伝票検索

Af
te

r

<伝票電子化の実証実験> <納品伝票エコシステム>

SIP基盤

サービス
プロバイダX社

サービス
プロバイダY社

発荷主
A社

着荷主
B社

着荷主
C社

WingArc1st TSUNAGUTE

発荷主
D社

どのサービスプロバイダを選んでも
納品伝票データをやり取りできる仕組み

※SIPスマート物流サービス（国交省、経産省）
WingArc1st、TSUNAGUTEにて検討中

納品伝票
データ

納品伝票
データ

納品伝票
データ

納品伝票
データ

伝票キー情報
共通マスタ

この「エコシステム」を、
複数システムが乱立し、

個別最適化が進む他のシステム
（例：バース予約受付システムなど）

にも適用していきたい

05 具体的な取り組み内容について
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取り組み③ ＜外装サイズ＞標準化の取り組み

2020年7月30日 外装サイズ標準化協議会発足
(製造）味の素、キユーピー
(卸売）日本加工食品卸協会
(小売）ＣＧＣ、セブン＆アイHD
(物流）Ｆ－ＬＩＮＥ、キューソー
(関連) 日本包装技術協会、日通総研、流通経済大
(行政） 国土交通省、経済産業省、農林水産省

2021年4月15日

「ガイドライン策定・公表」“ ”

大目標：持続可能な加工食品物流実現

対象商品 取組項目 メリット 進め方(案)

・外装サイズ種類の ・ﾊﾟﾚｯﾄ積載率向上 ･外部：外装サ

　集約化、平面積載 ・輸送効率向上  イズ標準化ガイ

段ボール箱 　率90%以上の達成 ・荷役作業効率化  ドラインを元

　一斗缶 ・貨物高さ制限追求 ・保管ｽﾍﾟｰｽ有効活用  に、社内ガイド

・箱重量上限設定 ・共同配送促進  ライン作成。

オトール ・荷崩れ対象削減 ・破損数削減 ･新商品発売時

PPバンド ・物流倉庫自動化 ・自動化⇒少人化  や改訂切替時

シュリンク 　不適合及び荷扱い ・CO2及び廃棄物削減  に全事業部で

天面ﾐｼﾝ目 　難外装の削減 ・女性高齢者対応  適用を図る。

・プラごみ削減 　（働き方改革）

GS1Japanガイドライン
に準拠した「GS1QR」
コードの外装印字

全製品

・賞味期限データに伴う発
着荷主検品作業効率化
・データプラットフォームの
構築による製配販データ連
携実現、スマート物流の実
現

・データ項目は
GS1Japan制定ガ
イドライン準拠
・当社外装表示ガ
イドライン規格項
目として追記

外
装
課
題
解
決
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
仮
称
）

ＤＦＬ

テーマ取組

(Design 

For 

Logistics)

ＧＳ１

コード

取組

食品統括部

物流企画部

藤
江
本
部
長

F-LINEプロジェクト各社が、
ガイドラインをもとに、
社内プロジェクト立上げの検討を開始。

（一例）
味の素㈱は、外装課題を同一プロジェクトとして、
「外装課題解決プロジェクト」と題し、
「ＤＦＬテーマ」「ＧＳ１コード」の両取組を同時に開始する

05 具体的な取り組み内容について
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取り組み④ コード体系標準化

メーカー
Ａ社

メーカー
Ｂ社

メーカー
Ｃ社

小
売
店

Ａ社仕様
データコード

印字

Ｂ社仕様
データコード

印字

データコード
印字無し

卸
店

ＧＳ１ＱＲコード導入に伴う物流情報の清流化

メーカー
Ａ社

メーカー
Ｂ社

メーカー
Ｃ社

ＧＳ１
標準コード

印字

(GS1Japan
準拠）

小
売
店

卸
店

物流情報に関して、
メーカー各社が

日付、ロット情報等を
各社仕様でデータ表示

物流情報のデータ化に向け
日付、ロット情報等を

GS1コードで表示統一

・受け手の混乱
・各社仕様データ変換
※ データ化されていない場合は

目視確認必要

・受け手の作業標準化
・作業時間短縮、

ミスの撲滅

今後

05 具体的な取り組み内容について
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取り組み⑤ 外装表示標準化

ＧＳ１ＱＲコード導入に伴う物流情報の清流化

項目（AI） 内容
商品コード （01） GTIN 14行
製造日 （11） YYMMDD 6行 ※ 表示しない場合は省略

賞味期限 （15） YYMMDD 6行 ※ 表示しない場合は省略
年月表示はDDを○○表示

ロット番号 （10） メーカー指定ロット管理番号

ＧＳ１Japan制定の
GS1ＱＲコード情報内容に準拠し、

① 商品コード
② 製造日
③ 賞味期限
④ 各社ロット情報 を盛り込む。

荷受け側のスキャンで４つの情報が取り込まれ、
各社管理システムにそのままインターフェイスされる。

目視作業、手書き作業がなくなることで

・作業ミスの撲滅
・荷受け作業時間の短縮

05 具体的な取り組み内容について
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取り組み⑥ 待機時間、附帯作業の改善

05 具体的な取り組み内容について

敬遠される食品物流業界

物流業界において、食品物流は物流事業者から敬遠されています。
その大きな理由として、 ①長時間労働（1日の拘束時間が長い） 乗務員：納品先での長時間待機

倉庫職：物量波動による荷役時間増
②附帯業務（附帯作業・ロットの小口化等） 乗務員：納品先での附帯作業対応 倉庫職：荷役作業の多品種小口化

自然災害等、トラブル発生時のリカバリ対応
検品（賞味期限仕分け・外装確認等）

事務職：トラブル対応・報告書作成
各種実績とりまとめ（PL・物量等）

上述が挙げられます。また、ここ数年、全国的に自然災害も頻発しており、それに対する対応にも非常に労力が掛かっています。

＜メーカーがやるべきこと＞
①お得意先様との環境改善に向けた地道な交渉
②現在対応している納品先での待機や附帯作業が（料金化しても）できなくなる（可能性がある）ことの周知
＜F-LINEがやるべきこと＞
①納品実態調査と荷主各社への改善提起
②待機時間・附帯作業の基準とその後の対応ルールの策定

・何時間以上の待機を長時間待機とするか？

例）荷主都合30分以上の荷待ちは『乗務記録』の記載対象

・待機上限時間の設定と対応

例）納品先での待機上限時間の設定と、上限に達した場合の対応。

⇒『持ち戻り翌日再配送』とする。
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06 F-LINE株式会社の取り組み事例
【沿革①】共同配送に対するこれまでの取り組み：北海道

北海道エリアでの共同配送実施

稼働前 稼働後 効果
CO2排出量 990.5 tCO2 845.9tCO2 ▲15％
配車台数/日 74台 60台 ▲18％

稼働率 77% 88％ ＋11%

北海道への幹線輸送共同化実施

※ 混載積込拠点での車両滞在時間の削減
（ハウス食品(株)関東物流センター）

※ 一貫パレチゼーション化による
北海道共配センターでの車両滞在時間の削減

約72分 → 約40分
（12ftコンテナ1個当たり）

約2時間 → 約1時間
（トレーラー換算で1台当たり）

共同配送

(株)Mizkan
（株）日清製粉ウェルナ

製品混載

味の素(株)
ハウス食品(株)

製品混載

共同幹線輸送

ただし、拠点は2か所に分散。
・札幌BC（北広島市）

※味の素社・ハウス食品社
・日通社（白石区）

※カゴメ社・日清オイリオ社
日清製粉ウェルナ社・Mizkan社
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【沿革②】共同配送に対するこれまでの取り組み：九州

九州エリアでの共同配送実施

稼働前 稼働後 効果
CO2排出量 980.6 tCO2 829.9tCO2 ▲15％
配車台数/日 138台 108台 ▲22％

稼働率 88% 96％ ＋8%

大型化

九州エリアの配送ネットワーク図

F-LIN
E(

株
）

福
岡
第
一
物
流
セ
ン
タ
ー

【センター】

エ
リ
ア
委
託
協
業
会
社

【中継】
福岡県
佐賀県
長崎県
大分県
熊本県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

【納品先】
配送エリア100km圏

一部メーカー

センター直送

中継配送

・拠点から100km圏は主に直送対応
・実配送会社：自社＋傭車（協業会社）

・エリア委託協業会社と連携し髙密度配送を図る

06 F-LINE株式会社の取り組み事例
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ご清聴ありがとうございました。
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